
子ども・子育て支援法の一部を改正する法律案の概要 

【法案の概要】 

１．仕事・子育て両立支援事業の創設 

〇 政府が事業所内保育業務を目的とする施設等の設置者に対する助成及び援助を行う事業（仕事・子育て両立支
援事業）を創設する。 

 注） 仕事・子育て両立支援事業については、全国的な事業主の団体の意見を聴きながら実施。 

   

２．事業主拠出金の率の引き上げ等 

〇 一般事業主から徴収する拠出金（事業主拠出金）の対象事業に仕事・子育て両立支援事業を追加する。 
 注） 現行では、児童手当事業及び地域子ども・子育て支援事業のうち放課後児童クラブ、病児保育、延長保育の財源として厚生年金保険料等と 

併せて徴収。 

〇 事業主拠出金の率の上限を１，０００分の１．５以内から１，０００分の２．５以内に引き上げる。  

※ その他、特別会計に関する法律（平成１９年法律第２３号）の一部改正（年金特別会計の子ども・子育て支援勘定の歳出項目に仕事・子育て両
立支援事業費を追加する等）等を行う。 

【施行期日】平成28年４月１日  

【法案の必要性】第二の矢「夢をつむぐ子育て支援」の実現に向けて、事業主拠出金制度を拡充 
・待機児童解消加速化プランに基づく平成29年度末までの保育の受け皿整備の目標を上積みし、40万人分から50万人分整備する
こととした。 

・これを受け、事業所内保育業務を目的とする施設等の設置者に対する助成及び援助を行う事業を創設するとともに、一般事業主
から徴収する拠出金の率の上限を引き上げる等の措置を講ずる。 

・これにより、事業主拠出金制度を拡充し、最大５万人の保育の受け皿の整備など子ども・子育て支援の提供体制の充実を図る。 
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子 ど も ・ 子 育 て 支 援 新 制 度 と 事 業 主 拠 出 金  

○ 子ども・子育て支援新制度においては、企業等からの事業主拠出金を財源として、「児童手当」及び「地域子ども・子育

て支援事業（放課後児童クラブ、病児保育、延長保育の３事業限定）」を実施。 
 

 

 

 

 

 

 

 

2,456
億円 

年金特別会計 

(子ども･子育て支援勘

定) 

○児童手当 1,821億円 

○地域子ども・子育て支援事業 650億円 

・放課後児童クラブ 

・病児保育（事業費のみ） 

・延長保育             充当先は法定 
事業主拠出金 

（標準報酬の０．１５％） 

事業主 

＜平成２７年度予算＞ 

充当 

※平成２７年度より内閣府に移管 

現  行 

拡 充 

第二の矢「夢をつむぐ子育て支援」の実現に向けて、事業主拠出金制度を拡充 

○ 拠出金率の上限を引き上げ、新たに仕事・子育て両立支援事業を創設    
 

 

 

 

 

 

 

3,351
億円 

年金特別会計 

(子ども･子育て支援勘

定) 

事業主 充当 

○児童手当 1,835億円 

○地域子ども・子育て支援事業 709億円 

・放課後児童クラブ 

・病児保育（事業費、整備費） 

・延長保育 

○仕事・子育て両立支援事業（新設） 

・企業主導型保育事業（運営費、整備費）※ 

・企業主導型ベビーシッター利用者支援事業 

      充当先は法定 

事業主拠出金 

（上限を標準報酬の０．２５％（＋０．１％）に引き上げ） 
平成28年度は０．２％（＋０．０５％）：８３５億円 

平成29年度は０．２３％（＋０．０８％）：約１３００億円 
平成30年度以降は実施状況を踏まえ、協議の上決定 ※企業主導型保育事業により、最大５万人の保育の受け皿を整備 

＜平成２８年度予算＞ 

待機児童解消加速化プランに基づく平成29年度末までの保育の受け皿整備の 
目標を上積みし、40万人分から50万人分整備することとした。 
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施　策
平成２８年度

予算案

企業主導型保育事業（整備費）
【新規】

４８７.８億円

企業主導型保育事業（運営費）
【新規】

３０８.７億円

病児保育普及促進事業
【一部新規】

２６.７億円

企業主導型ベビーシッター利用者
支援事業
【新規】

３.８億円

８２７.１億円合　　　　　計

平成２８年度は、事業実施に必要
な所要額を踏まえ、現行の拠出金
率を＋０．０５％（８３５億円）
引き上げる。

概　要

・女性の就業率上昇が更に進むことを念頭に、待機児童解消加速化プラン
に基づく平成29年度末までの受け皿整備の目標を前倒し・上積みし、40万
人分から50万人分整備することとした。
・事業所内保育を主軸とした企業主導型の多様な就労形態に対応した保育
サービスの拡大を支援する仕組みを創設し、運営に係る経費及び約５万人
の受け皿整備に伴う整備費、改修費の一部を支援する。

・多様な働き方をしている労働者を念頭に、子育てしやすい環境づくりの
ため、様々な時間帯に働いている家庭のベビーシッター派遣サービスの利
用を促し、仕事と子育ての両立支援による離職の防止、就労の継続、女性
の活躍等を推進する。
・残業や夜勤等の多様な働き方をしている労働者等のベビーシッター派遣
サービス利用を促進する。

・病児保育事業を実施するために必要となる施設・設備整備等に係る費用
を補助する。
・必要となる施設の改修費、整備費。
・拠点施設に看護師等を配置し、保育所等において保育中に体調が悪く
なった体調不良児を送迎し病児保育するために必要となる看護師雇上費等
を補助する。

備　考

事業主拠出金を活用した事業について 
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仕事・子育て両立支援事業等のイメージ図 

【財源の確保】 
 事業主拠出金の拠出金率の上限引き上げ（標準報酬の０．１５％→０．２５％） ※事業主負担のみ（労働者負担なし） 

  ・平成２８年度は０．２ ％（＋０．０５％）：  ８３５億円 
  ・平成２９年度は０．２３％（＋０．０８％）：約１３００億円  ※平成３０年度以降は実施状況を踏まえ、協議の上決定 

  注）拠出金は、厚生年金保険料等と併せて徴収 

【子ども・子育て支援の充実】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ＜病児保育の拡充＞ 、＜企業主導型ベビーシッター利用者支援事業＞ 

 

           

 

       

 

＜企業主導型保育事業＞ 
 ☆企業の負担により、従業員の多様な働き方に応じた柔軟な事業所内保育を支援 

 （特長）                           

 ・夜間等時間帯のずれた働き方に対応  
 ・休日等の利用に対応 
 ・短時間等の非正規社員の利用に対応 
 ・複数企業での設置が可能、整備費・運営費の支援により、中小企業の設置に対応 
 ・設置に当たり市町村の関与なく企業の柔軟な取組に対応 

【背景】：待機児童解消加速化プラン・・・平成２９年度末までに待機児童解消を目指す。 
     平成２９年度末までの保育の受け皿の整備目標を上積み ： ４０万人 ⇒ ５０万人（＋１０万人） 

    ＋５．６万人分・・・市町村主体の認可保育所等の上積みで対応（市町村計画の合計数） 
              ←市町村の積極的な取組に対し、整備費・運営費について国費で支援 

      ＋５万人分・・・企業主導型保育事業により、最大５万人分の受け皿確保 
              ←事業主拠出金（後掲）財源による整備費・運営費の支援 

（具体例） 
・小売り、飲食、 
 ２４時間稼働工場、公共交通 
・パートタイマー 
・工業団地、卸売団地、複合商業施設 
 

「
10
万
人
」の 

内
訳 
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